
議案第２６号 

 

市川市公共下水道菅野下水処理場雨水滞水池・高速ろ過施設建設 

工事委託に関する基本協定について 

 

市川市公共下水道菅野下水処理場雨水滞水池・高速ろ過施設建設工事委託に

関する基本協定について、次のとおり締結したいので、市議会の議決を求める。 

平成２３年９月２日提出 

市川市長  大 久 保  博    

 

記 

 

１．件 名  市川市公共下水道菅野下水処理場雨水滞水池・高速ろ過 

施設建設工事委託に関する基本協定 

２．施 行 場 所  市川市東菅野２丁目２３番地 

３．協 定 金 額  １，４８３，６４０，０００円 

４．協 定 方 法  随意契約 

５．協定相手方  東京都新宿区四谷３丁目３番１号 

         日本下水道事業団 

         代表者 理事長 曽小川 久貴 

６．協 定 概 要  菅野下水処理場雨水滞水池・高速ろ過施設建設工事に関す

る、設計・積算・施工管理などを行い、平成２５年度まで

に設置する必要があるため、多くの施工実績がある「日本

下水道事業団」に同施設の工事を委託するもの。 



理  由 

 

  既定予算に基づく菅野下水処理場雨水滞水池・高速ろ過施設建設工事委託

について、日本下水道事業団との間に「市川市公共下水道菅野下水処理場雨

水滞水池・高速ろ過施設建設工事委託に関する基本協定」を締結したいので、

市川市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第

２条の規定により提案するものである。 

 

 

 



議案第２６号の参考１ 

 

 市川市公共下水道菅野下水処理場雨水滞水池・高速ろ過施設建設工事委託に関する基本協定（案） 

 

 

 市川市（以下「甲」という。）と日本下水道事業団（以下「乙」という。）とは、市川市公共下

水道菅野下水処理場雨水滞水池・高速ろ過施設建設に関し、次のとおり協定を締結する。 

 (この協定の目的) 

第１条 この協定は、市川市公共下水道の整備に関し、事業の一部の施行を乙に委託することによ

りその促進を図り、もって生活環境の改善と公共用水域の水質の保全に資することを目的とする。 

 (建設工事の委託) 

第２条 甲は、乙に対し、市川市公共下水道菅野下水処理場雨水滞水池・高速ろ過施設の建設工事

（以下「建設工事」という。）を委託する。 

２ 前項の建設工事の委託の対象及びその範囲は、別記のとおりとする。 

 (着手及び完成予定) 

第３条 建設工事は、平成２３年度に着手し、その完成予定は平成２５年度とする。 

２ 前項の完成予定は、設計内容の変更、国の毎年度の予算の配布状況等により、甲と乙とが協議

して変更することができるものとする。 

 (予定概算事業費) 

第４条 建設工事の予定概算事業費は、金 1,483,640,000 円とする。 

２ 設計内容の変更、賃金又は物価の変動等により、前項の費用を変更する必要が生じた場合は、

甲と乙とが協議してこの協定を変更することができるものとする。 

 (建設工事の実施) 

第５条 乙は、甲が毎年度予算に計上する範囲内において、年度実施協定で定めるところにより、

建設工事を行う。 

２ 乙は、甲が指示する設計書により、乙が定める日本下水道事業団会計規程等に基づき、建設工

事を施行するものとする。 

３ 乙は、前項の設計書により難いときは、速やかに甲に協議するものとする。 

４ 乙が建設工事の途中において第２項の設計書を変更する必要があると認めたときは、その都度

甲と乙とが協議して定めるものとする。 

 (土地の取得等) 

第６条 建設工事に必要な土地の取得その他損失補償は、甲が行う。 

 (行政上の手続) 

第７条 建設工事を施行するため必要となる行政上の手続は、甲と乙とが協議して、それぞれ行う

ものとする。 

 (費用の支払) 

第８条 建設工事に要する費用は、甲が負担する。 

２ 甲は、前項の費用を年度実施協定で定めるところにより、乙に支払う。 

 



 (報告等) 

第９条 乙は、建設工事に関し建設業者と工事請負契約を締結したときは、速やかに甲にその概要

を通知するものとする。 

２ 甲は、建設工事の施行に関し必要があると認めるときは、乙に報告を求めることができる。 

 (損害の負担等) 

第１０条 建設工事の施行に伴う損害で、乙の責めに帰すべき原因によるものは乙が、天災その他

の原因によるものは甲が、それぞれ負担するものとする。 

２ 乙は、建設工事に関し建設業者と工事請負契約（ただし、随意契約によるものを除く。以下同

じ。）を締結しようとするときは、当該工事請負契約を締結しようとする建設業者（以下「契約

建設業者」という。）と、次の各号に掲げる内容の特約（以下「損害賠償特約」という。）を結

ばなければならない。 

 一  当該工事請負契約に関し、契約建設業者が次に掲げる場合のいずれかに該当したときは、当

該契約建設業者は、乙の請求に基づき、請負代金額（契約締結後、請負代金額の変更があった

場合には、変更後の請負代金額）の 10.00％に相当する額を損害賠償金として乙に乙の指定する

期間内に支払うこと。 

  イ  当該工事請負契約に関し、契約建設業者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第３条の規定に違反し、又は

契約建設業者が構成事業者である事業者団体が独占禁止法第８条第１号の規定に違反したこ

とにより、公正取引委員会が契約建設業者に対し、独占禁止法第７条の２第１項の規定に基

づく課徴金の納付命令を行い、当該納付命令が確定したとき。 

  ロ  当該工事請負契約に関し、契約建設業者（法人にあっては、その役員又は使用人）の刑法

（明治４０年法律第４５号）第９６条の３又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条

第１項第１号に規定する刑が確定したとき。 

  ハ  その他当該工事請負契約に関し入札談合があったと認められるとき。 

 二  前号の規定は、談合により生じた損害の額が同号に規定する損害賠償金の額を超える場合に

おいて、その超過分につき乙が契約建設業者に賠償請求をすることを妨げるものではないこと。 

 三  乙が既に損害賠償特約により契約建設業者に対して損害賠償請求を行った場合において、当

該乙の行った請求に係る損害の他に甲に損害が生じている場合には、甲に生じているその他の

損害につき甲が当該契約建設業者に賠償請求をすることを妨げるものではないこと。 

 四  契約建設業者が損害賠償特約に基づく損害賠償金を乙の指定する期間内に支払わないときは、

乙はその支払わない額に当該指定する期間を経過した日から支払いをする日までの期間につい

て、その日数に応じ、年 5.00％の割合で計算した額の遅延利息を当該契約建設業者から徴収す

ること。 

 五  乙は、契約建設業者に通知することにより損害賠償特約に規定した乙の権利を甲に譲渡する

ことができること。 

３ 乙は、損害賠償特約に基づき契約建設業者に対して損害賠償請求を行うことができる事実があ

ったことを知ったときは、直ちにその旨を甲に通知し、甲と協議して損害賠償請求権を行使しな

ければならない。 

 



４  乙は、契約建設業者から損害賠償特約に基づき損害賠償金（第２項第４号に規定する遅延利息

を含む。以下本項において同じ。）の支払いを受けたときは、直ちに当該損害賠償金を甲に引き渡

さなければならない。 

５  乙は甲の申出があった場合には、損害賠償特約に基づく乙の権利を甲に譲渡しなければなら 

ない。 

 (年度実施協定) 

第１１条 甲と乙とは、この協定を実施するため、第４条第１項の予定概算事業費の範囲内におい

て各年度に行う建設工事の内容及びその範囲、費用、施設の引渡しその他必要な事項について年

度実施協定を毎年度締結するものとする。 

 (この協定の効力) 

第１２条 この協定は、この協定に基づくすべての年度実施協定がその効力を失う日まで効力を有

する。 

２  前項の規定にかかわらず、第１０条第３項から第５項までの規定及び次条（第１０条第３項か

ら第５項までの規定に係るものに限る。）の規定は、乙が契約建設業者と当該工事請負契約を締

結した日から２０年を経過した日までその効力を有する。 

 (その他) 

第１３条 この協定に定めのない事項については、甲と乙とが協議して定める。この協定に定めの

ある事項について疑義を生じたときも、また、同様とする。 

 

 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印し、それぞれ１通を保有する。 

 

 

    平成２３年  月  日 

 

 

 

     甲 千葉県市川市八幡１丁目１番１号 

        市川市 

         代表者 市長   大 久 保  博 

 

 

     乙 東京都新宿区四谷三丁目３番１号 

        日本下水道事業団 

         代表者 理事長  曽 小 川  久 貴 

 

 

 



（別記） 

        建設工事の委託の対象及びその範囲 

１ 建設工事の対象 

  終末処理場 

   名  称  市川市公共下水道菅野下水処理場 

   位  置  千葉県市川市東菅野二丁目２３番１号 

   排除方式  合流式 

   処理方式  標準活性汚泥法 

   処理能力  晴天日最大  １６，３２０ /日（全体  １６，３２０ /日） 

雨天日最大 １４３，４６０ /日（全体 １４３，４６０ /日） 

 

２ 建設工事の内容 

 

施 設 工 事 内 容 数 量 備 考 

導 水 渠 施 設  

雨 水 滞 水 池 施 設 

雨 水 滞 水 池 施 設 

高 速 ろ 過 施 設  

高 速 ろ 過 施 設  

放 流 渠 施 設  

監 視 制 御 施 設  

受 変 電 施 設  

水処理運転操作施設 

水 処 理 計 装 施 設 

場 内 整 備 

土 木 建 築 工 事 

土 木 建 築 工 事 

機 械 設 備 工 事 

土 木 建 築 工 事 

機 械 設 備 工 事

土 木 建 築 工 事 

電 気 設 備 工 事 

電 気 設 備 工 事 

電 気 設 備 工 事 

電 気 設 備 工 事 

土 木 建 築 工 事 

一式 

一式 

一式 

一式 

一式 

一式 

一式 

一式 

一式 

一式 

一式 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 



菅野下水処理場雨水滞水池・高速ろ過施設建設工事案内図

議案第２６号の参考図１



菅野下水処理場合流改善施設平面図

議案第２６号の参考図２


